
資金収支計算書

純資産変動計算書

全体会計 （令和４年度） 単位（千円）
令和４年度 統一的な基準に基づく財務４表

行政コスト計算書

貸借対照表

資産の部 負債の部

１．固定資産 １．固定負債

（１）事業用資産 20,252,485 （１）地方債 15,719,265

（庁舎・学校等） （２）退職給付引当金 -

（２）インフラ資産 87,989,297 （３）その他 11,228,575

（道路・河川等） ２．流動負債

（３）物品・無形固定資産 1,943,386 （１）１年以内償還予定地方債 2,057,301

（４）投資その他の資産 3,074,294 （２）賞与等引当金 219,078

（出資金・基金等） （３）その他 653,747

２．流動資産 負債合計 29,877,966

（１）現金預金 3,676,932 純資産の部

（現金・歳計外現金） １．固定資産等形成分 114,814,269

（２）債権（未収金・貸付金等） 278,150 ２．剰余分（不足分） △25,943,885

（３）投資等（基金・引当金等） 1,533,807純資産合計 88,870,384

資産合計 118,748,350負債及び純資産合計 118,748,350

経常費用 △26,819,387

１．業務費用 △12,156,629

（１）人件費（職員給与・議員報酬等） △2,920,428

（２）物件費等（維持修繕費・減価償却費等） △8,820,128

（３）その他の業務費用（地方債償還利子等） △416,073

２．移転費用 △14,662,758

（１）補助金等（負担金・補助金及び交付金） △11,776,366

（２）社会保障給付（児童手当・生活保護費等） △2,797,153

（３）他会計への繰出金（繰出金） -

（４）その他 △89,239

経常収益 1,768,380

内、使用料・手数料等 1,290,450

臨時損失・利益 30,836

内、資産除売却損 △573

内、資産売却益 30,769

純行政コスト

（経常費用-経常収益-臨時損失・利益） △25,020,170

項目 金額

期首純資産残高 89,527,658

（１）純行政コスト △25,020,170

（２）財源 23,941,463

①税収等 14,888,912

（市町村税、税交付金等）

②国県等補助金 9,052,551 

（国庫・都道府県支出金）

（３）資産評価差額 -

（４）無償所管換等 △68,700

（５）その他 490,133

期末純資産残高 88,870,384

項目 金額

１．業務活動収支 1,607,185

２．投資活動収支(公共資産整備・金融資産形成） △774,579

３．財務活動収支 △346,129

当期資金収支額 486,477

期首資金残高 2,944,402

期末資金残高 3,430,879

期末歳計外現金残高 246,053

（基礎的財政収支）

業務活動収支 1,607,185

－

支払利息支出 （△130,429）

＋

投資活動収支
（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。）

△928,786

基礎的財政収支 808,828
※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。



単位（千円）

貸借対照表
 表の左側の『資産の部』は、市が保有する資産を表示してい
ます。

 市が保有する資産合計は約1,187.5億円で、住民１人当りに

すると約225.2万円となります。

 資産の内容は、現金化が比較的容易な資産である流動資産
の合計額が約54.9億円で、公民館や学校等の事業用資産が

約202.5億円、道路等のインフラ資産が約879.9億円となって

います。

 表の右側は、保有資産に対応する資金調達の状況を表して
います。

 負債合計は、他人から調達した金額を表示しています。負債
は将来の税収から返済されなければならないことから、いわ

ゆる将来世代の負担額も意味しています。

 純資産合計は、税金等の住民の自己資金等により調達され
た金額を表しています。営々と形成されてきた住民に帰属す

る持分です。

 令和４年度末現在では、資産合計約1,187.5億円のうち約

298.8億円が負債、約888.7億円が純資産に対応しています。

 令和４年度末現在、市の財政状態は、負債（他人から調達し
た資金）があるものの、その約4倍の資産を持っており、財政

の健全性は確保されています。

 市の資産のうち現在の世代までによる負担がどの程度までな
されているかをみる指標である純資産比率（=純資産/総資産）

は約74.8%と、市の資産のうち約7割がこれまでの世代により

負担済であり、健全な値です。

 より慎重に健全性を表す指標である、実質純資産比率（インフ
ラ資産を除いた純資産比率*）でも約2.9％と健全な水準です。

市の財政状態を一目でわかるようにした表です。市の財政状態を一目でわかるようにした表です。

*より慎重に健全性を判断するために、道路等、経済的取引には馴染まないインフラ資産の価値をゼ
ロと考えて算出した純資産比率

資産の部 負債の部

１．固定資産 １．固定負債

（１）事業用資産 20,252,485 （１）地方債 15,719,265

（庁舎・学校等） （２）退職給付引当金 -

（２）インフラ資産 87,989,297 （３）その他 11,228,575

（道路・河川等） ２．流動負債

（３）物品・無形固定資産 1,943,386 （１）１年以内償還予定地方債 2,057,301

（４）投資その他の資産 3,074,294 （２）賞与等引当金 219,078

（出資金・基金等） （３）その他 653,747

２．流動資産 負債合計 29,877,966

（１）現金預金 3,676,932 純資産の部

（現金・歳計外現金） １．固定資産等形成分 114,814,269

（２）債権（未収金・貸付金等） 278,150 ２．剰余金（不足分） △25,943,885

（３）投資等（基金・引当金等） 1,533,807純資産合計 88,870,384

資産合計 118,748,350負債及び純資産合計 118,748,350

資産全体の約74.8％が
純資産で出来ている。

現金化の容易な資産

貸借対照表

※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

学校、保育園、公民館等

道路、河川等売却が難しい資産



経常費用 △26,819,387

１．業務費用 △12,156,629

（１）人件費（職員給与・議員報酬等） △2,920,428

（２）物件費等（維持修繕費・減価償却費等） △8,820,128

（３）その他の業務費用（地方債償還利子等） △416,073

２．移転費用 △14,662,758

（１）補助金等 △11,776,366

（負担金・補助金等）

（２）他会計への繰出金 -

（繰出金）

（３）社会保障給付 △2,797,153

（児童手当・生活保護費等）

（４）その他
△89,239

経常収益 1,768,380

内、使用料・手数料等 1,290,450

臨時損失・利益 30,836

内、資産除売却損 △573

内、資産売却益 30,769

純行政コスト

（経常費用-経常収益-臨時損失・利益） △25,020,170

行政コスト計算書

単位（千円）

行政コスト計算書
 行政コスト計算書は、1年間の各項目の発生額により市行政の活
動状況を表します。

 業務費用

 業務費用は(1)人件費(2)物件費等(3)その他の業務費用か

らなります。

 (1)人件費は、市の職員給与・議員報酬・福利厚生費等の他

、種々の講習会の講師謝礼も含んでおり、令和４年度に発

生した人件費は約29.2億円で、住民１人当りにすると約5.5

万円となります。

 (2)物件費等は、設備にかかる費用である減価償却費・維持

補修費・物件費・その他からなり、令和４年度に約88.2億円

発生しています。

 (3)その他の業務費用は、公債の利払費等からなり、令和４

年度に約4.2億円発生しています。

 移転費用

 (1)補助金等は、一部事務組合への負担金、市民や市内の

各種団体への補助金等であり、合わせて令和４年度に約

117.8億円生じています。

 (2)他会計への繰出金は、地方公営事業会計に対する繰出

金をいいます。

 (3)社会保障給付は、法律で給付が定められている扶助費

等であり、国庫支出金等が財源に充てられます。

 純行政コスト

 経常費用から、直接の受益者が負担する使用料、手数料等による

経常収益及び臨時利益を差し引いた額です。税金等で負担する費

用額を表します。令和４年度は約250.2億円となりました。

社会保障関連費用

狭義の行政コスト

※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

一部事務組合や
市民への支出金等

市の行政に係る費用収益の内訳を表します。市の行政に係る費用収益の内訳を表します。



単位（千円）

純資産変動計算書
 純資産変動計算書は、市の一年間の純資産の変動内容を表したもので
す。

 財源の使途

 ①純行政コストの約250.2億円は、行政コスト計算書に表示され

るとおり、一年間の行政活動の結果発生した費用のうち、直接の

受益者が負担する額及び臨時利益を控除した残りの費用額です

。

 財源

 令和４年度は、①税収等により約148.9億円、②国や県からの補助金等

である国庫等補助金により約90.5億円の財源が調達されました。

 純資産変動額

 純資産変動額が「増加」の場合は、当期の行政活動の費用等が税収等
で獲得した当期の元手の範囲内に留まったことを表します。即ち、将来

へ余剰を積み増したことを意味します。

 一方、純資産変動額が「減少」の場合は、税収等で獲得した当期の元手
以上に当期の行政活動の費用等がかかったことを表します。即ち、過去

から引き継いだ余剰を取り崩したことを意味します。

 令和４年度の純資産変動額は、減少項目と増加項目による増減の結果
、全体としては約6.6億円の減少となり、余剰額を取り崩しました。

純資産変動計算書

令和４年度の純資産変動額は、
両者の差額である、約6.6億円の減少となりました。

項目 金額

期首純資産残高 89,527,658

（１）純行政コスト △25,020,170 

（２）財源 23,941,463

①税収等 14,888,912

（市町村税、税交付金等）

②国県等補助金 9,052,551 

（国庫・都道府県支出金）

（３）資産評価差額 -

（４）無償所管換等 △68,700

（５）その他 -

期末純資産残高 88,870,384

※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

市の純資産(正味資産）の増減の内訳を表します。市の純資産(正味資産）の増減の内訳を表します。



項目 金額

１．業務活動収支 1,607,185

２．投資活動収支(公共資産整備・金融資産形成） △774,579

３．財務活動収支 △346,129

当期資金収支額 486,477

期首資金残高 2,944,402

期末資金残高 3,430,879

期末歳計外現金残高 246,053

（基礎的財政収支）

業務活動収支 1,607,185

－

支払利息支出 （△130,429）

+

投資活動収支
（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。）

△928,786

基礎的財政収支 808，828

単位（千円）

資金収支計算書

 資金収支計算書は、従来から公表しています決算書と同様に、現金の支
出と収入および残高の状況を表しています。

 業務活動収支

 税金や補助金等による収入と人件費、物件費、その他の業務費用といっ
た行政業務費用や移転費用に係る支出の収支を表します。

 令和４年度は、収入が支出を約16.7億円上回りました。

 投資活動収支

 固定資産や金融資産（基金、貸付金等）を形成するための支出と固定資
産の取得に係る補助金又は売却や金融資産の償還等による収入の収支

を表します。

 令和４年度は固定資産や金融資産を形成する支出が、補助金、売却及び
償還等による収入より約7.7億円上回りました。

 財務活動収支

 主に公債発行等による資金調達と公債の償還による資金返済の収支を
表します。

 令和４年度は、資金調達額より資金返済額が約3.5億円上回りました。

 当期収支と期末資金残高

 以上の結果、令和４年度の資金収支は約4.9億円のプラスになり、期末の
資金残高は、約34.3億円となっています。

 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

 基礎的財政収支は、業務活動収支（支払利息支出を除く。）と投資活動収
支（基金積立支出及び基金取崩収入を除く。）を合計したものです。

 令和４年度は、基礎的財政収支は約8.1億円のプラスとなっています。

資金収支計算書
市の現金（資金）の収支の内訳を表します。市の現金（資金）の収支の内訳を表します。

これが資金の純減額です

※表示金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。


